
■行政経営指針の枠組み■（案） 

 
〔目標数値〕 

 基準値 

（H26 決算） 

目標数値 

（H32） 

目標数値 

（H37） 

経常収支比率 91.5％   

財政調整基金残高 21 億 1,230 万円   

地方債残高 142 億 5,997 万円   

 
 

基本方針１ 持続可能な行財政運営の確立  
 １）安定した財政運営 

●受益者負担のあり方、●地方債のあり方、●新たな一般財源の確保、●基金（財
政調整基金、特定目的基金）のあり方、●人件費の抑制、●扶助費の抑制、●アウ
トソーシングのあり方、●補助金のあり方、●負担金のあり方（特別会計、一部事
務組合） など 
 

 ２）効率的な行政運営 
●行政組織のスマート化（課の統廃合）、●縦割り行政組織の見直し（プロジェク
トチームによる横断的取組み）、●定員管理指針の見直し、●スタッフ制の見直し
（係長制の復活）、●情報共有の推進、●PPP の活用、●指定管理者制度導入の再
検討  など 
 

  
 

基本方針２ 将来を見据えた公共施設等の管理  
 １）公共施設等の総合的かつ計画的な管理に関する基本的な方針 

●計画案と整合する必要があるため、計画案で審議していただく。 
 
 
 

 ２）施設類型ごとの管理に関する基本的な方針 
●計画案と整合する必要があるため、計画案で審議していただく。 
 
 
 

 ３）インフラの長寿命化の推進 
●道路・橋梁の長寿命化 
●水道の長寿命化 
●下水道の長寿命化 
 

 
 

基本方針３ 市民・企業との協働による行政運営  
   協働を進める上での市民・企業・行政の役割 

 
 
 
 

 

資料１


